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全体の考察
今回の研修の中で、当院でARPの質を上げるために取り組める事を数多く見付ける事が出来た。しかし、それを実践するためにはARPに携わる全ての職種、スタッフが同じ方向を向き、連携して治療に取り組む必要があり、一つの職種や個人で出来る事は極めて限られている事を強く感じた。
現在当院のARPは、テキストに従って“こなす”ように行われている事が多く、質や意識も実施するスタッフによって大きく異なるように思える。ARPに携わるスタッフ全員が一定の知識を持ち、治療的な観点をしっかり持ってARPを実施していく必要があり、そのためのアプローチや情報提供をしていく事が、本研修に参加した自分やARP事業担当者の役割ではないかと考えている。医療者として当然の事ではあるが、ARPに携わる全てのスタッフが“こなす”ではなく、“こだわり”を持ち、ARPを実施出来るようにしていきたい。
「アルコール依存症の診断と治療」
講師：樋口　進　先生　(独立行政法人国立病院機構　久里浜医療センター)
考察
　アルコール依存症に関しての基本的な事だけでなく、最先端の情報を知る事が出来、よかったと感じている。アルコール依存症の基本的な治療ゴールは“断酒”であるという考え方に変わりはないが、今回の講義を聞く中で、プレアルコホリックに該当する患者や、否認が強く治療に乗らないような患者の取り掛かりとして“飲酒量軽減”を目標とする事は、治療をする上で有用ではないかと考える。もちろん、ケースによっては“飲酒量低減”から“断酒”に繋げていくような臨機応変な対応は必要であると考える。
研修要旨
　アルコール依存症は、大切にしていた家族、仕事、自分の健康等よりも飲酒をはるかに優先させるような状態。また、飲酒のコントロールが出来ない、離脱症状が見られる、アルコールが自分の健康に害している事が分かっているのに止められない、等の症状が見られる。連続飲酒や離脱症状が見られる場合にはアルコール依存症の可能性が極めて高いと言える。アルコール依存症には再発という特徴がある事が、生涯断酒を続けなければならない最大の理由である。今後ICD10から11に変わる際に、依存症の診断基準にも変更があり、ICD10ではガイドラインの3症状が同時に見られる事が診断基準であったが、ICD11では2症状となる予定。また、有害な使用については、“他者に対する害”についての項目が追加される事となっている。アルコール依存症の治療については、わが国では心理社会的治療が中心であり、断酒の継続が唯一の治療目標とされている。しかし、飲酒量軽減も、ある一群の患者（低いアルコール依存度など）に適応できると示唆されている。久里浜医療センターでも、減酒外来をスタートさせているが、「断酒が必要となる患者も減酒外来を選択するのではないか」という議論は残っている。
「依存症の家族に対する相談支援」
講師：近藤　あゆみ　先生　(国立精神・神経医療センター)
考察
　家族支援は、マニュアル通りに“共依存”“イネイブリング”について行うだけでなく、家族のニーズに合わせた対応をする事が重要であると改めて感じた。当然の事のようにも思えるが、そのような対応をするためにはインテークを通して真のニーズの発見し、家族勉強会を行うスタッフが真のニーズにあった支援する必要があり、多くの知識や経験が求められる。テキスト通りに機械的に対応をするのではなく、ニーズを考えて対応する事が“支援”であると、自分を含め、当院でARPに関わるスタッフ全員が今一度意識する必要があると考える。
研修要旨
依存所は「否認の病気」と言われており、ファーストクライエントの多くが家族である。家族に上手く働きかけることで、依存症本人の治療に繋がる時期が早まったり、予後が良くなったりする。家族の多くは依存症の影響により疲弊しており支援を必要としている。家族支援は、必ずしも共依存やイネイブリングに対してとは限らない。インテークの情報から、真のニーズの発見と共有、問題解決に向けた課題と優先順位の決定が大切である。家族への関わり方は段階により異なる。支援開始時には、家族にとって援助者が味方、役立つ存在と思えるようにし、再来に繋げていく必要がある。また、援助者は“間違い指摘反射”をしがちであるが、それを続けることにより、家族は自分が悪いという感覚になってしまうため、注意が必要である。依存症本人だけでなく、家族の変化・回復にも時間が必要である事を理解して関わる事が大切。
「社会資源」
講師：岡﨑　直人　先生（ASW協会会長　特定営利活動法人ジャパンマック代表理事)
考察
　AA、断酒会といった自助グループへの参加は当院のARPでも取り入れている。しかし、アルコール依存症の初期は再発率が高く、退院後の三カ月間で約50%が再飲酒するとされている事から、入院中の参加を促すだけでなく、退院後の参加を促すような関わりがより必要であると感じた。また、自助グループにおける専門家の役割として「自助グループのよき友になる」という言葉がとても印象的であった。“友”になるには相手の事を理解し、自分の事を理解してもらう事が必要であり、治療者が断酒会やAAについて理解していなければ、患者に参加を促す事も出来ない。そのため、まずは治療者が自助グループに参加する事が、「自助グループのよき友になる」ための最初の一歩ではないかと考える。

研修要旨
　社会資源とは、利用者がニーズを充足したり、問題解決するために活用される各種の制度・施設・機関・設備・資金・物質・法律・情報・集団・個人の有する知識や技術等の総称である。社会資源の一つである自助グループは、同じ問題を抱えた者同士がお互いに励まし合うことにより、問題の解決や克服を図る事を目的に集う活動である。専門家主導ではない。アルコール依存症の自助グループには、AAや断酒会があり、どちらもお酒を断つことを明確な目標としている。アルコール依存症の回復初期には再発率が高いため、この時期に再飲酒せずに自助グループに定着する事が回復のカギとなる。回復支援施設も社会資源の一つである。回復支援施設とは、離脱症状や身体疾患の急性期治療を終えたアルコール依存症者が、飲まない生活を継続し、回復の基盤を固めるための施設である。施設として特徴的なことは、依存症者からの回復スタッフが多い点と、体験を語るミーティングに重きが置かれている点である。制度や治療が変遷しても、依存症者同士の分かち合いと支え合いは回復続けていく上で必要である。
「アルコール内科学」
講師：堀江　義則　先生　(湘南慶育病院 副院長　慶應義塾大学　特任教授)
考察
　アルコールの過剰摂取がどのようなメカニズムで身体に悪影響を与えるのかを知る事が出来た。ARPに拒否的な患者には、身体的な事を切り口にすると治療に乗せやすいとの事であるため、アルコールの過剰摂取により、どのような悪影響があるのかをしっかりと説明出来るようにしておく必要があると考える。講義を聞く前は、アルコール依存症の治療は精神科が主になるというイメージを抱いていたが、使用障害レベルであれば内科医の介入（ブリーフ・インターベーション）により、飲酒量の低減は期待出来るとの事である。そのため、アルコール健康障害対策基本法にもあるように、今後は専門医療機関と、内科医等の一般医療機関の連携がより求められると強く感じた。
研修要旨
　アルコールは水と同じように細胞膜を通過するため、過剰な飲酒は腸管や肝臓のみならず、全身に臓器障害を惹起する。大量飲酒は脂肪肝の原因となるが、NAFLDともアルコール性とも判断できない症例が増加しているため、栄養過多とアルコール両方の問題を持っていると考え指導するべきである。アルコール性肝炎は、禁酒後も肝障害が持続する例があり、中等度でも約15%が死亡する。中等度、重症の場合はほとんどが依存症であり、節酒ではなく断酒が必要。アルコール性肝硬変は、肝硬変の成因における比率のみならず、その実数も増加している。栄養障害が進展を促進している可能性があり、栄養指導が重要である。肝硬変の場合もほとんどが依存症であり、断酒が必要。習慣的大量飲酒は、食道癌、咽頭・喉頭癌、肝臓癌、膵臓癌、大腸癌、乳癌等、癌の罹患率を高める。喫煙者や顔面紅潮をきたす人は、特に食道癌に留意する必要がある。膵炎に関しても、習慣的多量飲酒が罹患率を高める。アルコール使用障害のレベルでの内科医の介入（ブリーフ・インターベンション）が必要であり、とにかくあきらめずに通院してもらう事が大切である。
「女性アルコール依存症・重複障害」
講師：岩原　千絵　先生　(独立行政法人国立病院機構　久里浜医療センター)
考察
　女性のアルコール依存症治療に携わる専門家の講義を聞く機会は少なく、最も楽しみにしていた講義の一つであった。女性の飲酒率は増えている事は勿論知っていたが、その背景についても知る事が出来良かったと感じている。また、現在は高止まりの状態にある等、新しい情報を聞く事が出来たのは貴重であったと考えている。アルコールの胎児に与える影響の大きさ、深刻さについても学び、女性依存症者には十分に伝えていく必要があると改めて感じた。女性の依存症者の大きな特徴は“若く重複障害が多い”事であり、アルコールの問題で入院した患者の場合でも、重複障害の治療を先に希望する患者が多いとの事である。しかし、重複障害は断酒だけでも改善する可能性があるため、まずはしっかりとアルコールの治療を行い、その後に合併症の治療に繋げるような、枠組みがはっきりとした治療をしていく必要があると考える。また、治療には男性とは違う視点も必要となるため、当院のARPでも女性の依存症者に向けた、個別の対応を取り入れていかなければならないと考えている。
研修要旨
　近年女性の飲酒率が増加しており、年代別で割合を見ると、特に20～24歳の若い女性の飲酒率が増えている。要因としては、女性の飲酒に対する偏見の減少、女性をターゲットにしたマーケティング、女性の社会進出等があげられる。摂取されたアルコールは体内で主に水分により薄められるが、女性は筋肉量が少なく水分が少ないため、男性と同じ体重、飲酒量でもピークの血中濃度が高くなる傾向があり、アルコールの影響を受けやすくなる。正確な機序は不明であるが、女性は肝障害を起こしやすく、男性の半分の飲酒量で肝障害をきたす。また、本人だけでなく胎児にも害を与える（FAS/FASD）ため、注意が必要。女性の依存症の特徴として、重複障害もあげられる。合併症の男女差を見ると、境界性人格障害、他の薬物乱用・依存、重症不安エピソード等との合併症が女性に多く、有意差が見られている。うつ病は断酒だけでも改善する場合が多いが、しっかりと治療をしなければ退院後の再飲酒に影響する。女性は遺伝的要因よりも環境的要因が大きく影響するため、女性クローズドミーティングや集団療法と並行し、個別に介入する事も必要である。
「インテーク」
講師：前園　真毅　先生　(独立行政法人国立病院機構　久里浜医療センター)
考察
　インテークでは必要な情報収集を行う事はもちろんであるが、今後への展望を示す事や、「次もあそこに行こう」と感じてもらえるような言動を取る事も、不安を軽減し治療に繋げていくために必要な事であると学んだ。また、本人の状態が変わらなくても、家族が困っている事で解決出来る事は多くあるため、インテークの中でまずは問題を整理していく必要があると考える。当院でもインテーク面接がただの情報集の場とならないよう、注意していかなければならないと感じた。
研修要旨
　インテークで求められる情報収集の項目は多く、次に関わる支援者がどのような患者かわかるように情報をまとめる必要がある。インテークの際のクライエントは、“自分の持っている問題そのものに対する不安”“問題を他人に話すことへの不安”の二つを抱えている事が多い。そのため、緊張を和らげ、話しても大丈夫だという安心感を持たせる事が大切である。対応の中で「正しい」「間違っている」といった判定はしないように心がけ、判定をしない対応パターンを予め準備しておく事が望ましい。初期の面接には行きつ戻りつの性質がある。インテークは意図的な関わりであるため、聞くべきことは最低限聞く必要があるが、形式にやみくもに従うよりもクライエントの話に耳を傾けるような対応が求められる。また、今後予想される状況やそれについての対応等、展望を示すようにするとクライエントの安心感に繋がる。支援者はインテーク中に様々な気持ちが入り混じるが、クライエントに「聞いてもらえた」「来てよかった」「どうにかなりそう」と感じてもらうことが、インテークの一つのゴールである。
「地域連携」
講師：猪野　亜朗　先生　(かずみがうらクリニック)
考察
　アルコール健康障害対策基本法の成立もあり、今後のアルコール依存症治療では地域連携がキーワードになるのではないかと考えている。アルコール依存症の治療は精神科病院が行うというイメージが持たれがちであるが、地域が連携して“SBIRTS”に取り組む事により、効果的な治療を行う事が出来ると考える。そのため、今後は“SBIRTS”の普及や、多機関事例検討会等を行い、横の繋がりを深めていく事が必要になると考える。
研修要旨
アルコール依存症者の治療は地域が連携して行っていく必要があり、今後“SBIRTS”を普及していくことが求められる。“SBIRTS”とは、①Screening：現症やツール等で、患者の飲酒をふるい分ける。②Brief　Intervention：介入により、危険な飲酒患者には節酒を勧め、乱用や依存症患者には断酒を進める。③Referral to Treatment：専門治療が必要な患者には紹介を行う。④Self-help group：医療機関や健康機関のスタッフが自助グループへ紹介する。上記の四項目のことである。地域が連携し“SBIRTS”を行うことにより、救われた困難事例は数多く存在する。
「アルコール健康障害対策における民間団体の取り組み」
講師：今成　和美　先生　(アルコール薬物問題全国市民協会)
考察
　本講義を受ける前は、民間団体と聞くとAAや断酒会のイメージは強いが、その他の団体が具体的にどのような取り組みをしているのかは、正直なところあまり知らなかった。本講義により、どのような組織が存在し、具体的にどのような取り組みをしているのかを知る事が出来た。アルコール健康障害対策基本法が成立した背景にもアル法ネットの働きかけや取り組みがあり、大きな役割を担っていた事を知り、民間団体の力強さ、重要性を感じた。今後は当院内のARPを充実させるだけでなく、周囲で活動している団体にも目を向け、積極的に連携を図っていきたい。
研修要旨
　アルコール依存症には様々な要因があり、大きな要因の一つとして“社会環境”があげられる。日本はお酒に強いことをよしとする文化であり、飲酒=コミュニケーション等と考えられがちである。また、入手も容易であり、24時間簡単に手に入る環境である。CMや居酒屋の飲み放題も飲酒を増長している。このような社会環境を変えていく必要があり、そのための活動を民間団体である“アル法ネット”等が取り組んでいる。アル法ネット等の活動が起点となり、アルコール健康障害対策基本法が成立した。それにより、各都道府県がアルコール健康障害対策推進計画を策定する事が義務付けられた。基本計画の重点課題として、①飲酒に伴うリスクに関する知識に普及を徹底し、将来にわたるアルコール健康障害の発生を予防。②アルコール健康障害に関する予防、相談から治療、回復支援に至る切れ目のない支援体制の整備。の二つが設けられているため、地域における支援体制の整備をする事が今後より一層求められる。
「アルコール使用障害の薬物療法　現状とエビデンス」
講師：木村　充　先生　(独立行政法人国立病院機構　久里浜医療センター)
考察
　現在日本で使用されている抗酒剤、嫌酒剤の作用だけでなく、様々な研究の結果を知る事が出来た。研究結果から、どのような使用方法が有効であるのかを学ぶ事も出来たため、抗酒剤、嫌酒剤を使用する予定の患者や、治療に携わるスタッフには積極的に伝えていきたい。また、アルコール依存症治療における薬物療法は、心理的効果が大きく、有効性はっきりと確立されているわけではないとの事である。そのため、薬物療法を治療の中心として考えるのではなく、断酒をする際の一助として考える事が望ましいと考える。

研修要旨
　現在、日本でアルコール依存症への効果が期待されている薬剤は、“ノックビン”“シアナマイド”“レグテクト”が主である。ノックビンやシアナマイド等の抗酒薬はアセトアルデヒドの分解を阻害する作用があり、不快な反応を長く引き起こす。心理的効果が大きい薬である。抗酒薬の問題点として、飲酒により危険な状態に陥る可能性がある、肝障害、心疾患等の禁忌が多い、肝障害、アレルギーなどの副作用が多い、服薬のアドヒアランスが悪い、等があげられる。レグテクトの作用としては、NMDA受容体の弱い阻害作用、ｍGluR1、ｍGluR5の阻害作用、GABAA受容体の増強作用があげられる。断酒維持の期間を延ばす、再発率を下げる効果があるが、飲酒量の低減に対する効果はない。今後、ナルメフェンという薬剤が新たに日本でも発売される予定である。ヨーロッパではアルコール使用障害の飲酒量低減に対しての適応を2013年に受けており、日本での治験の結果もポジティブなものであった。しかし、飲酒量の低減で良いのかという議論は残っている。
「高齢アルコール依存の特徴とその対応」
講師：松下　幸生　先生　(独立行政法人国立病院機構　久里浜医療センター)
考察
　昨年度から当院でも高齢者用ARPを新たに開始しており、本講義から改善点や取り込める事を見付けたいと思っていたため、心待ちにしていた講義であった。プログラムの内容は一般用と大きな違いはないが、やはり認知機能や体力に配慮する必要はあるとの事であるため、今後も本人のペースに合わせたプログムの実施が出来るようにしていきたい。当院で高齢者用ARP実施時に、病棟スタッフから「やっても意味がないのでは」「何も覚えていないよ」等と言われる事が多かったが、“高齢者の予後は比較的良好であり、ARPの期間中お酒から離れた生活を送る事自体に意味がある”との話を講義の中で聞く事が出来た。病棟スタッフが高齢者用ARPを行う際にモチベーションを保つ事が出来るよう、本講義の内容を積極的に伝達していきたい。

研修要旨
　高齢のアルコール依存症者は年々増加しており、男性アルコール依存症者の4人に1人は60歳以上と言われている。高齢者アルコール依存症の特徴として、飲酒量が比較的少ない事があげられる。高齢者は体に占める水分の割合が低下しているため、一般的にはそんなに多くないと思われる飲酒量であっても影響が大きく、依存症になっている事がある。高齢者がアルコール依存症となるきっかけは、定年退職、死別、体の不調、孤独感、等が多い。また、身体合併症、認知症の合併が多い事も大きな特徴である。治療方法は基本的には若い世代と同じだが、より個別的な指導が有効とされる。身体合併症への治療も重要である。認知機能障害の有無・程度を評価しつつ、各人のペースに合わせてゆっくりとプログラムを進めていく事が望ましい。
「心理療法」
講師：野村　和孝　先生　(早稲田大学人間科学学術)
：村瀬　華子　先生　(独立行政法人国立病院機構　久里浜医療センター)
考察
　“見立て”を行う事の大切さを再確認出来た講義であった。初めて問題行動に至ったきっかけは何であったのか、問題行動が何故維持されているのか、どのような結果よって問題行動が維持されているのか、等の見立てをしっかりと行わなければ、患者に適した心理療法を行う事は出来ないと改めて感じた。また、行動変容ステージモデルを用いたアセスメントを行う事は、患者の状態に適した関りがしやすくなるだけでなく、スタッフが患者のステージ状態を把握しようとする事により、深く患者を見る事にも繋がるのではないかと考えている。そのため、行動変容ステージモデルは是非とも当院での治療に取り入れていきたい。

研修要旨
　認知行動療法とは、行動理論、あるいは認知理論に基づく見立てと介入を行う事である。「場当たり的、あるいは経験的な対応」は効果性の振れ幅が大きくなってしまいやすいが、認知行動療法を用いる事で、効果性が認められた手続きの再現（再現をするべきは見立て）が可能となる。認知行動療法の基本的となるのは、①協働的経験主義：指導者と対象者が認知行動療法に基づく手続きによって、問題行動や問題となる認知を協力して検討する。②誘導による発見：質問を重ねて、Clが気付いていない関連情報を発見させる。発見された情報をまとめ、これまでの信念を見直す事が出来るような質問をする。③ソクラテス式質問：問題を解決するプロセスにおいて、主体をClの側に置き、自らが問題を解決するような働きかけを行う。の3つの姿勢である。また、認知行動療法には、行動療法と認知療法の2つがある。行動療法では、問題行動の原因（生起要因）と維持（維持要因）を分けて考えるのに対し、認知療法では、出来事をネガティブに捉える事により問題行動が生じていると考える。そのため、行動療法では「行動が何故維持されているのか」を考えてアプローチする必要があるが、認知療法でが「出来事をどのように捉えているか」を考えてアプローチする必要がある。心理療法（認知行動療法・動機付け面接）は、患者が行動変容ステージのどのステージに該当するのかを考え、その時に適したものを行う必要がある。（無関心期・関心期・準備期⇒動機付け面接　行動期・維持期⇒認知行動療法）
「グループセラピーの実践」
講師：野村　和孝　先生　(早稲田大学人間科学学術)
考察
　グループセラピーとして、特に集団認知行動療法について学ぶ事が出来た。当院で行っている“ゼロの会”は集団精神療法であり、集団認知行動療法とは重視する点が大きく事なるため、同じグループセラピーでも何を目的としているのかをしっかりと考えて取り組まなければならないと感じた。また、グループワークの実践上の工夫として学んだ内容は“ゼロの会”でも活かす事が出来る内容であり、特にリーダーとコ・リーダーで役割を整理・分担する事は、以前から必要であると考えていた。“ゼロの会”を開始する前に、リーダー、コ・リーダー、参加する看護師、により、短時間であってもプレミーティングを行っていきたいと考えている。
研修要旨
　アディクションの集団CBTの基本形式は、同様の問題行動を抱える8名程度を1名グループとし、あらかじめ設定された回数のセッションを構造的に行う。構成内容は再発防止を目的とした集団認知行動療法プログラムである。集団認知行動療法の特徴としては、主にコストの側面において社会諸事情の理に適っている。総括的な治療技法のパッケージとなっているため、認知側面へのアプローチ、行動的アプローチ、情緒的アプローチが一通り網羅されている。メンバー各個人のニーズに必ずしも合致する内容であるとは限らない。などがあげられる。集団精神療法と集団認知行動療法は重視する点に違いがある。集団精神療法は、集団メンバーの相互作用による変化の「乗り物」としての集団機能の観点と、今ここの集団の相互作用に焦点を当てる、プロセスに焦点化したグループである。一方で集団認知行動療法は、事前に定めた特定の心理療法的技法を扱うことに焦点を当てる、構造化されたグループである。グループという力を活用した実践上の工夫には、“機能的役割分担”、“「案」の提示の工夫”、“複数の模範による訓練”、がある。“機能的役割分担”では、リーダーとコ・リーダーが同じ役割、同じ動きをしない事が大前提となる。それぞれの特性を活かし、参加者の異なる反応を引き出す事が治療を円滑に進めるポイントである。“「案」の提示工夫”としては、問題を抱えている人は、同じ問題を抱えている人の意見は受け入れやすいとされているため、参加者間で「案」を提案させ合う、もしくは、望ましい「案」を持っていそうな参加者に意見を求める事で、「案」を受け入れやすい状況を作る事が出来る。また、治療経過の異なる人達が参加する状況となるため、治療経過の比較的長いものが、治療開始間もないものにとってモデルの役割を果たす事が可能である。“複数の範例よる訓練”では、各自が抱える課題をグループで検討し、メタ的な理解の促進を促す。なお、グループ・プロセスそのものを範例の一つとして活用する事もグループ・プロセスの積極的な活用として有用である。また、グループの中で「否認」「最小化」等の否定的な反応が見られる事はあるが、その反応の意図は多様であるため、反応の意図を汲み適切な反応を行うことが重要である。
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